
パレスチナ人民を虐殺と飢餓から救うために日本政府に緊急に行動を求める意見書 

 

パレスチナ・ガザの人々の命と人権が、重大な危機に瀕（ひん）しています。 

 イスラエルは、国際社会の圧倒的多数の声を無視して、ガザ地区などへの国際法違反の無

差別攻撃を繰り返し、２０２３年１０月以降の犠牲者は６万２千人を超えています。 

今年１月には、人道支援の中心的な役割を担ってきた国連パレスチナ難民救済事業機関

（ＵＮＲＷＡ）の活動を禁止する法律を施行し、食料や医薬品などの人道支援物資の搬入を

妨げています。米国の関与のもとで「ガザ人道財団」が２月に創設されましたが、４００カ

所あった食料配給所は４カ所に激減し、食料を求めて集まった住民に対する発砲・殺害が相

次いでいます。被害者の８割は子どもと女性です。病院やジャーナリストを狙い撃ちするな

ど、国際的に非難が高まっています。 

国際ＮＧＯ１１５団体は７月２３日の共同声明で、「すべての陸路を開通し、食料や清潔

な水、医療物資、避難用品、燃料の供給を国連主導の仕組みという原則を通じて再開するこ

と」を求めています。日本を含む２６カ国と欧州連合（ＥＵ）の外相は８月１２日、共同声

明を発表し、イスラエルに対し、すべての支援物資のガザ地区への搬入を認めるよう求めま

した。 

 一方、イスラエル政府はガザ市の制圧等に関する計画の決定を発表し、軍事作戦を拡大し

ています。国際社会が一致協力して、イスラエルの戦争犯罪・ジェノサイドを止めることは

急務です。 

 国連総会は昨年、国際司法裁判所（ＩＣＪ）の勧告的意見に基づき、イスラエルに対し占

領政策の１年以内の終結を求め、加盟国にはイスラエルへの武器輸出、違法入植地からの輸

入禁止など、非軍事的措置・制裁の実施を呼びかける決議を採択しました。 

 現在、パレスチナを国家承認している国の数は国連加盟 193 カ国中１４７カ国、国連加盟

国の４分の３にのぼり、主要７カ国（Ｇ７）でも、フランス、イギリス、カナダが相次いで

表明しましたが、日本政府はいまだに表明していません。 

 以下、憲法９条を持つ国として、日本政府が緊急に行動するよう求めます。 

 １．パレスチナの国家承認をただちに行い、国際社会と共同し、イスラエル及びパレスチ

ナ国家による２国家解決を求めること。 

 ２．イスラエル企業からの無人攻撃機（攻撃型ドローン）の輸入を行わないこと。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書として提出する。 
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